
概ね５年で実施する取組【Ｈ３１（Ｒ１）取組状況】

青字：削除 ●：実施済 ▲：実施（検討）中 ○：未実施 ：追加

具体的な取組の柱

具体的取組

1）ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策
①浸透対策
②パイピング対策
③流下能力対策

Z 平成32年度 ▲ ▲

■危機管理型ハード対策
①天端の保護
②法尻の補強 Z 平成32年度 ● ▲

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備
①住民の避難行動を促し、迅速な水防活動を支援するため、スマートフォンを活用したリアルタイム情報
の提供やプッシュ型情報の発信 Ｈ・Ｊ・Ｋ 平成32年度 ● ● ● ●

②円滑かつ迅速な避難に資する施設（ハード）整備
※ 例…防災無線スピーカーの増設、民間企業等と連携した一次避難場所の確保、避難経路の整備、コ
ミュニティFM を活用した避難の呼びかけ、監視用カメラの設置等

Ｈ・Ｉ・Ｊ 平成32年度 ● ● ● ● ● ● ▲ ● ● ▲ ● ● ▲

③排水施設の耐水化、庁舎の耐水対策の実施
※重要施設・重要設備等…非常用電源等 Ｓ・Ｔ・Ｖ・Ｘ 平成32年度 ▲ ▲ ● ● ▲ ● ● ● ▲ ▲ ● ●

④水防団の円滑な水防活動を支援するため簡易水位計や量水標等の設置
Ｎ 平成28年度 ● ▲ ●

⑤迅速な水防活動を支援するための新技術を活用した水防資機材、地域防災計画に基づく水防資機材
等の配備 Ｑ

平成28年度
から順次実施

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

2）ソフト対策の主な取組　①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組
①避難勧告に着目したタイムラインの策定

Ｄ
平成29年度
出水期

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

②広域避難計画の策定
Ｅ・Ｆ・Ｕ 平成31年度 ▲ ○ ○ ▲ ▲ ▲ ○ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組
①想定最大外力を対象とした洪水浸水想定区域図の策定・公表
※ 渡良瀬川洪水浸水想定区域図（H28 年度中予定） Ａ 平成28年度 ● ●

②想定最大外力を対象とした氾濫シミュレーションの公表
Ａ・Ｃ 平成28年度 ● ▲

③想定最大外力を反映した洪水ハザードマップの策定・周知
Ａ 平成32年度 ▲ ● ● ● ● ● ▲ ● ● ● ● ▲

④首長も参加したロールプレイング等の実践的な避難訓練の実施
Ｅ・Ｈ・Ｉ・Ｌ

平成28年度
から順次実施

○ ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ● ● ●

⑤日常から水災害意識の向上を図り、迅速な避難を実現するため、まるごとまちごとハザードマップの整
備 Ｅ・Ｇ 平成32年度 ○ ▲ ○ ● ○ ○ ▲ 〇 ▲ ▲ ○ ▲

⑥小中学校における水災害教育の実施
Ａ・Ｂ

平成28年度か
ら順次実施

● ● ● ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ●

⑦要配慮者施設における避難計画の策定及び訓練の促進
Ｍ

平成28年度か
ら順次実施

● ● ● ● ● ● ● ● ● ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

⑧「危険度を色分けした時系列」及び「警報級の可能性」の提供等、防災気象情報の改善
Ｂ・Ｋ

平成29年度
出水期

●

⑨大規模工場等への浸水リスクと水害対策等の周知活動の実施
Ａ・Ｂ

平成28年度か
ら順次実施

○ ● ● ● ● ▲ ● ● ● ● ● ●

⑩ダムの防災操作に関する周知
Ｂ

引き続き
定期的に実施

●

2）ソフト対策の主な取組　②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組
①水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練の実施

Ｌ・Ｏ
平成28年度
から順次実施

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

②毎年、水防団や地域住民が参加し水害リスクの高い箇所の共同点検の実施
Ｎ・Ｏ

平成28年度
から実施

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

③水防（防災）訓練の実施
Ｏ・Ｐ・Ｒ

平成28年度
から実施

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

④水防活動の担い手となる水防協力団体の募集・指定の促進
Ｏ・Ｐ

平成28年度
から実施

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

2）ソフト対策の主な取組　③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動及び施設運用強化の取組

■排水活動及び施設運用の強化に関する取組
①氾濫水を迅速に排水するため、排水施設情報の共有・排水手法等の検討を行い、大規模水害を想定し
た排水計画（案）の作成
※ 排水計画（案）…効率的、効果的な排水ポンプ設置箇所の選定までを含む。

Ｖ・Ｗ・Ｘ 平成30年度 ● ▲

②排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓練の実施
Ｖ・Ｗ 平成32年度 ● ▲ ▲ ○ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ○

③ダムの容量を最大限活用する防災操作の検討
Ｙ

平成28年度
から検討

▲
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概ね５年で実施する取組【Ｈ３１（Ｒ１）取組状況】 （市町　用）

実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期

①浸透対策
②パイピング対策
③流下能力対策

Z

①天端の保護
②法尻の補強 Z

①住民の避難行動を促し、迅速な水防活動を支援する
ため、スマートフォンを活用したリアルタイム情報の提供
やプッシュ型情報の発信

Ｈ・Ｊ・Ｋ

②円滑かつ迅速な避難に資する施設（ハード）整備
※ 例…防災無線スピーカーの増設、民間企業等と連携
した一次避難場所の確保、避難経路の整備、コミュニ
ティFM 等を活用した避難の呼びかけ、監視用カメラの
設置等

Ｈ・Ｉ・Ｊ

①平成28年6月
に足利市農業協
同組合（JA足利）
とJA足利の所有
している施設の
敷地を地域住民
の緊急避難先と
して開放していた
だくことを含めた
災害時応援協定
を締結済。自主
防災会へ緊急避
難先の候補地と
して周知してい
る。
②福祉避難所の
確保のため、児
童・障がい・高齢
施設と災害時応
援協定を締結
済。

①H28年
度～

②H24年
度

・同報系防災行
政無線を33基増
設した。平成30
年度末時点全
185基
・コミュニティＦＭ
で災害に関連す
る情報を発信し
た。
・防災ラジオは小
中学校、保育
園、障がい者施
設、自治会、民
生委員等へ配布
済。助成制度を
導入して、市民
等へ販売してい
る。
・河川監視カメラ
を１台設置。

Ｈ26～30
年度

H27年度
～

H28年度
～

H29年度

民間企業等と連
携した福祉避難
所として、老人・
障がい者施設と
協定を締結済。
新たに、民間幼
稚園・保育所と
協定締結に向け
協議中。

H28年度
～

すでに整備され
ているものに関し
ては継続して保
守を行った。コ
ミュニティFMを活
用した防災ラジ
オは毎月試験放
送を実施してい
る。防災行政無
線についてはデ
ジタル化実施の
ため、実施設計
業務委託を発注
した。

H28年度
～

新たな情報伝達
手段として、H28
から番号登録し
た固定電話、携
帯電話に避難情
報を音声で伝
達。

H28年度
から順次

①災害時の情報
伝達手段につい
て研究を行った。
また他市・近隣
町と情報交換を
行った。
②総務省消防庁
災害情報伝達手
段に関するアド
バイザー派遣事
業によるアドバイ
スを受けた。③
防災情報伝達の
多重化、多様化
を図るため、新た
な情報伝達手段
の導入を検討
し、実施設計を
行った。

①H28年
度～
②H30年
度
③H31
（R1）年度

平成30年度に
280MHzデジタル
同報無線送信設
備および戸別受
信機を整備し、
平成31年度から
運用。

H30年度
まで

・平成28年度に
同報系防災行政
無線を32基整
備。
戸別受信機はつ
いては要望があ
れば随時設置を
行っている。
・民間企業と緊急
避難場所の協定
締結を随時行っ
ている。

H28年度
～

民間企業等と連
携した避難所とし
て町内企業と協
定を締結済。防
災行政無線につ
いては継続して
保守を行った。

①平成29年度に
デジタル同報系
防災行政無線を
整備し、運用して
いる。
②福祉避難所の
確保のため、高
齢者施設と災害
協定を締結済。

①H29年
度～

②Ｈ27年
度

・Ｊアラートの新
型受信機導入に
あわせ登録制
メールとの連携
を完了。
・戸別受信機を
町内施設35箇所
に設置済み。

H30年度

H25年度

・MCA無線、戸別
受信機を一部導
入した。（平成26
年度）
・難聴地域の解
消のため、電話
による自動応答
サービス、HPへ
の同時記載、安
全安心メールへ
の同時送信を併
用している。（平
成26年度）
・希望するすべて
の世帯に防災行
政無線が聞こえ
る防災ラジオを
無償貸与するこ
ととして、順次貸
与している。（令
和元年度～）

平成26年
度～

③排水施設の耐水化、庁舎の耐水対策の実施
※重要施設・重要設備等…非常用電源等

Ｓ・Ｔ・Ｖ・Ｘ

庁舎の非常用発
電設備について
耐水対策の充実
を図る。

Ｈ28年度
～

・本庁舎の冠水
対策工事を実施
【Ｈ29年度】
・本庁舎の非常
用電源装置は屋
上に整備済。

H29年度

・庁舎の非常電
源装置は、屋上
に整備(72時間）
済。

H26年11
月～

市庁舎整備基本
方針を策定し、
庁舎の建替えに
ついての方向性
を決定した。

Ｈ30年度
～

該当なし －

①庁舎非常用発
電設備耐水対策
の検討を実施し
た。
小型発電機の備
蓄を行った。
②庁舎に止水版
を配備した。

①H28年
度～
②H30年
度

中央公民館、北
小学校及び東小
学校の屋上に太
陽光発電・蓄電
設備を設置して
いる。浸水対策
のため屋上に非
常用発電設備を
備えた新庁舎を
建設。

H30年度
まで

庁舎の屋上に非
常用発電装置が
設置してあるが、
燃料を屋上に送
るためのポンプ
について、耐水
化工事を実施し
た。

H30年度

非常用発電機。
老朽化に伴い新
しい発電機を高
所に設置が可能
か検討していく。

平成３０
年度～

庁舎は浸水想定
区域外である
が、非常電源設
備について検討
していく。

H31年度
～

庁舎及び非常用
発電装置は、盛
り土された場所
に建設されてお
り、浸水想定区
域外となってい
る。

実施済

・各庁舎及び避
難所等の災害活
動拠点において
は、２・３階以上
に非常用電源を
確保している。

実施済

④水防団の円滑な水防活動を支援するため簡易水位
計や量水標等の設置

Ｎ

・平成28年度に
雨量計システム
を導入済み。（時
間外であっても
瞬時に警報メー
ルが担当職員の
携帯に届く）

平成28年
度

⑤迅速な水防活動を支援するための新技術を活用した
水防資機材、地域防災計画に基づく水防資機材等の配
備

Ｑ

市内9箇所（消防
署、水防倉庫等）
に水防資機材を
配備している。
水防団員の安全
確保という視点
から充実を図り
たい。

Ｈ28年度
～

・救命胴衣等の
資機材について
充実を図る。
・古くなった水防
活動用のゴム
ボートを随時更
新していく。

H28年度
～

消防車両へライ
フジャケットを配
備している。新技
術を活用した水
防資機材等の導
入は、消防本部
等関係機関と検
討中。

H28年4月
～

市内９箇所の水
防倉庫に、地域
防災計画に基づ
く資機材等を備
蓄している。

H30年度
～

水防倉庫に資機
材を配備してい
る。
新技術を活用し
た水防資機材等
の導入を検討
中。

－

館林地区消防組
合において水防
資機材等の整備
を継続して行っ
ている。

－

館林地区消防組
合（水防管理団
体）が計画的に
配備している。

－

館林地区消防組
合（水防管理団
体）が計画的に
配備している。

－

館林地区消防組
合（水防管理団
体）が計画的に
配備している。

-
防災倉庫に資機
材を配備済。

－

館林地区消防組
合と連携し、適正
な配備に努めて
いる。

－

・加須市・羽生市
水防事務組合
水防計画に基づ
き、平成25年度
から平成29年度
の5年間で、必要
資機材を水防倉
庫に備蓄してい
る。

H25年度
～

①避難勧告に着目したタイムラインの策定

Ｄ

渡良瀬川につい
て策定済み。

タイムラインの見
直しを検討して
いる。

R1年度～

タイムラインの見
直しを行い、防
災訓練や図上訓
練等で活用す
る。

H28年度
～

・策定済。
・必要に応じて更
新する。

H28年6月
～

詳細版を策定
し、H30出水期よ
り試行運用を開
始している。活用
後に振り返り、見
直しを図ってい
る。

H30年度
～

策定済み H28年度

策定済。今後、
浸水想定区域の
変更等に合わせ
見直しを実施す
る。

H28年度

広域避難に際し
てのタイムライン
を検証中。広域
避難先の詳細に
ついて検討し、
運用版を作成す
る。

H29年度
出水期ま
で

明和町タイムライ
ンを作成済。
（利根川、渡良瀬
川、谷田川）

H30年度
まで

避難勧告等に関
するガイドライン
の改定に伴い見
直しを行った。

令和元年
度～

タイムラインを策
定済

H31年度
～

タイムライン策定
済み。今後は必
要に応じて見直
しを行っていく。

H28年度

・利根川・渡良瀬
川タイムラインを
作成し、平成28
年から運用して
いる。

平成28年
度

②広域避難計画の策定

Ｅ・Ｆ・Ｕ

浸水想定の見直
しの際、必要に
応じて、他市町と
連携し、広域避
難計画を作成・
検討したい。

適宜

隣接する市町と
避難所の相互利
用について調整
し、広域避難計
画の策定につい
て検討していく。

H28年度
～

浸水想定の見直
しの際、必要に
応じて、各市町と
連携し、広域避
難計画を作成・
検討したい。

H30年度
～

策定に向け継続
して検討を行っ
ている。

H30年度
～

群馬県及び近隣
市町と連携を図
り、必要に応じて
広域避難計画の
策定を検討す
る。

適宜
近隣町と連携し、
策定の検討中。

H28年度
～

近隣市町と広域
避難場所等につ
いて協議中。
平成31年度まで
に協議を整え、
策定する予定。

H28年度
～

近隣町と連携し、
策定の検討中。

H28年度
～

近隣市町村と共
生締結済み。

H３０年度
近隣市町と連携
し、検討してい
く。

H31年度
～

近隣市町と連携
し、検討してい
く。

H30年度
～

・平成29年度に
関東どまんなか
サミット会議構成
市町との間で、
震災・風水害時
に使用する避難
所を決定した。
・利根川中流4県
境広域避難協議
会において、県
外への避難先を
検討している。

平成29年
度～

■危機管理型ハード対策

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

項目

加須市板倉町みどり市足利市 太田市

事項

館林市

■情報伝達、避難計画等に関する取組

大泉町千代田町明和町

内容
課題
の
対応

邑楽町

1）ハード対策の主な取組

佐野市栃木市

2）ソフト対策の主な取組　①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

桐生市



実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期

項目

加須市板倉町みどり市足利市 太田市

事項

館林市 大泉町千代田町明和町

内容
課題
の
対応

邑楽町佐野市栃木市 桐生市

①想定最大外力を対象とした洪水浸水想定区域図の策
定・公表
※ 渡良瀬川洪水浸水想定区域図（H28 年度中予定）

Ａ

②想定最大外力を対象とした氾濫シミュレーションの公
表 Ａ・Ｃ

③想定最大外力を反映した洪水ハザードマップの策定・
周知

Ａ

R2年度にすべて
の洪水浸水想定
区域図が公表さ
れるため、R2年
度中の策定・周
知に向けた準備
を実施。

R1～R2
年度

浸水想定区域の
見直しを反映し
た防災ハザード
マップを作成し、
全戸配布する
他、市ホーム
ページに掲載。
市内各地域でハ
ザードマップ説明
会を実施（全9
回）。

Ｈ29～30
年度

H31(R1)
年度

想定最大外力を
反映したハザー
ドマップを作成
し、全戸配布し
た。

H30年度

想定最大規模に
おける洪水ハ
ザードマップを策
定し、全戸に配
布した。また、住
民向けにハザー
ドマップの活用に
ついての出前講
座を実施してい
る。

H30年度
～

防災マップを刷
新し全戸配布

Ｈ30年度

①新たな浸水想定を
基にしたハザード
マップを作成、配布
し、防災講演会の開
催に加え、市広報媒
体及び各メディアを
使って周知を実施し
た。
②要配慮者対策の
一つとして、外国語
版ハザードブックを作
成（英語、中国語、
ミャンマー語、ベトナ
ム語）し、HPに掲載し
た。

①H30年
度
②
H31(R1)
年度

広域避難先の調
整を行い、平成
31年度に改訂し
て住民に周知す
る。

H31年度
まで

想定最大出力を
考慮した洪水ハ
ザードマップの情
報を含んだ「明和
町総合防災マッ
プ」を作成済。
今後周知活動に
努めていく。

H30年度
平成３０年３月策
定済。

平成２９
年度

平成30年度策定
し、全戸配布済。

H30年度
平成30年1月策
定済。

H29年度

・想定最大規模
降雨に対応した
ハザードマップを
作成し、全戸配
布した。
・避難場所の見
直し等に伴う改
訂版を作成して
いる。

平成30年
度作成
令和元年
度配布・
周知

④首長も参加したロールプレイング等の実践的な避難
訓練の実施

Ｅ・Ｈ・Ｉ・Ｌ

避難訓練の実施
については、R2
年度の地区合同
防災訓練での実
施を検討する。

Ｈ28～

・平成28年8月に
水害を想定した
図上訓練を実
施。

H28年度

平成31年6に水
害を想定した図
上訓練を実施
（防災関係機関
と情報伝達訓練
も実施）

H28年4月
～

自治会主催の避
難訓練に首長が
参加した。

H31（R1）
年度

災害対策本部運
営訓練を実施し
た。

H31(R1)
年度

市長を含む災害
対策本部員で洪
水を想定した図
上訓練を行っ
た。

H29年度
～

毎年実施してい
る。

毎年
総合防災訓練の
中で、避難訓練
を実施した。

H30年度 実施を検討中。
平成３０
年３月～

平成29年度総合
防災訓練を実施
した。
令和元年度に総
合防災訓練を実
施。

隔年で実
施

令和元年9月1日
総合防災訓練を
実施。

R1年度実
施済

・大規模水害時
に大きな被害が
想定される地域
を対象にバスに
よる県外への広
域避難訓練を実
施した。

平成28年
度～

⑤日常から水災害意識の向上を図り、迅速な避難を実
現するため、まるごとまちごとハザードマップを整備

Ｅ・Ｇ

本市に影響のあ
る河川の浸水想
定区域の見直し
後に取り組みた
い。

Ｈ32年度

一部実施済みで
あるが、ハザード
マップの更新と
併せて、公共施
設や電柱を中心
に表示看板の設
置を検討する。

Ｈ30年度
～

ハザードマップ作
成後に、必要に
応じてまるごとま
ちごとハザード
マップの検討を
行う。

H30年度
以降

一部地区で整備
済み。他地区に
も啓発を行って
いる。また、地域
の自主避難計画
の作成を支援す
る事業を実施し
ている。

H28年度
～

必要に応じてま
るごとまちごとハ
ザードマップの整
備を検討する。

－
浸水想定区域の
見直し後に検討
する。

H30年度
～

設置場所を検討
中であり、平成
32年度までには
学校、公共施設
及び避難経路の
電柱等に、夜間
でも見える表示
板を設置する予
定。

H29年度
～

必要に応じてま
るごとまちごとハ
ザードマップの検
討を行う。

－
令和２年度着
手。事業完了予
定。

令和２年
４月～

実施に向けて調
整中。

H31年度
～

今後、検討して
いく。

H30年度
～

・電柱広告掲示
の際に避難所誘
導看板等を併せ
て表示すること
を、民間企業と
地域貢献型広告
に関する協定を
締結した。

平成28年
度～

⑥小中学校における水災害教育を実施

Ａ・Ｂ

社会や理科の時
間において自然
災害と防災につ
いて学習してい
る。総合的な学
習の時間におい
ても、洪水・土砂
災害ハザード
マップ等を活用し
身近なことから
防災について学
んでいる。また大
雨や台風などを
想定し、避難等
について注意喚
起している。以上
のことを今後も
継続していく。
また、小学4年生
の社会科授業に
て、水災害につ
いて学ぶ時間が
取り入れられる
ため支援した。

－

栃木市防災教育
基本プログラム
を作成。本プログ
ラムを活用した
取組を通じて、自
分の命は自分で
守り抜く子どもや
進んで地域の安
全に貢献しようと
する子どもの育
成を目指してい
く。

H28年度
～

小中学校の要請
により出前講座
を行う。

H28年4月
～

社会科や理科、
保健体育の時間
において、自然
災害や防災につ
いて学習し、自
然災害や防災に
ついて学習し、
水防を含めた自
己の危機管理に
対する意識を高
めている。

H28年度
～

小学校４年生を
対象とした社会
科総合学習が、
防災に関する
ページが追加改
訂された副読本
を使用して実施
される。

H31(R1)
年度

一部の中学校で
実施中。

H28年度
～

小学４年生を対
象に、水防学校
を毎年１回実施
している。
小学３～４年生
の社会科で用い
る副読本の改訂
にあわせて防災
に関するページ
を追加する。

毎年
中学校にて明和
中学校体験型防
災訓練を実施。

R1年度

千代田西小学校
５年生を対象に
水防学校を開
催。マイタイムラ
インの授業や土
のう作り等の簡
易水防工法体験
を実施した。

令和元年
度

一部の小学校へ
備蓄食糧を配布
し、防災教育を
実施している。

H29年度
～

他部局と連携し、
今後検討してい
く。

H30年度
～

・平成28年度に
北川辺東小学校
4年生児童を対
象に水防学校を
開催した。

・平成29年度に
利根川上流カス
リーン台風70年
事業実行委員会
主催のこども利
根川研究・活動
発表会「川はとも
だち」が開催され
た。

・平成30年度は、
市内の全小中学
校の防災担当職
員とPTA代表者
を対象に、防災
ステーションにお
いて、出前講座
による防災講演
会を開催した。

⑦要配慮者施設における避難計画の策定及び訓練の
促進

Ｍ

避難計画の作成
支援を行ってい
る。今後も継続
的に支援してい
く。
平成30年3月に
要配慮者利用施
設の管理者向け
の説明会を開
催。
提出された計画
への指導等を実
施している。

Ｈ28～

福祉担当課と連
携し、要配慮者
利用施設におけ
る避難計画の作
成支援や訓練の
支援を行ってい
る。

Ｈ29年度
～

・平成31年3月に
要配慮者利用施
設の管理者向け
の説明会を開
催。
・避難確保計画
作成や訓練実施
の支援を行う。

H30年度
～

要配慮者利用施
設向けの避難確
保計画策定等に
ついて、継続して
啓発を行ってい
る。また、群馬県
河川課による計
画策定支援の実
施に向け、対象
施設と関係部署
に調整を行った。

H28年度
～

該当施設に対
し、水防法改正
の趣旨を説明
し、避難確保計
画の策定・訓練
の実施を促す。

Ｈ30年度

計画策定にかか
わるモデル施設
を選定した。モデ
ル施設において
官民協力して策
定を行う。
要配慮者利用施
設に説明会を実
施し、計画策定
支援を実施した。
令和２年度中に
全施設策定を目
指す。

H30年度
～

要配慮者施設の
避難計画の策定
及び訓練を支援
する。

H29年度
～

計画策定の支援
を行う。

H30年度
～

町内の一部のよ
う配慮者施設に
おいて避難訓練
を行った。

令和元年
度～

計画策定の支援
を行う。

H29年度
～

健康福祉課と連
携し、計画策定
の支援を実施。

H30年度
～

・要配慮者利用
施設の管理者に
対し、避難確保
計画の作成及び
訓練の実施につ
いて周知を図る
とともに、未提出
施設への再周
知、提出された
計画の確認、修
正依頼を行っ
た。

平成29年
度～

⑧「危険度を色分けした時系列」及び「警報級の可能
性」の提供等、防災気象情報の改善 Ｂ・Ｋ

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組



実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期

項目

加須市板倉町みどり市足利市 太田市

事項

館林市 大泉町千代田町明和町

内容
課題
の
対応

邑楽町佐野市栃木市 桐生市

⑨大規模工場等への浸水リスクと水害対策等の周知活
動の実施

Ａ・Ｂ

想定最大外力を
反映したハザー
ドマップを作成後
に周知したい。

Ｈ32年度
洪水ハザード
マップによる周知
をしている。

Ｈ28年度
～

・想定最大外力
を反映したハ
ザードマップを作
成しHｐなどで周
知している。

H30年度
～

水害についてＨ
Ｐ、広報等におい
て周知を行って
いる。

H28年度
～

大規模工場等の
用途及び規模の
基準を条例で制
定済み。

－

新たな浸水想定
を基にしたハ
ザードマップを大
規模工場等を含
む各企業に配布
し、周知した。

H30年度
～

洪水ハザード
マップにより周知
している。

H30年度
～

「明和町総合防
災マップ」により
周知している。

H30年度
防災マップを作
成して周知をして
いる。

平成３０
年度

総合防災マップ
を作成し、周知し
ている。

H30年度
～

防災マップを作
成し周知してい
る。

H29年度

工業団地に立地
する工場等に対
し、ハザードマッ
プを送付し、浸水
リスク等について
周知した。

令和元年
度

⑩ダムの防災操作に関する周知

Ｂ

①水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練の実施

Ｌ・Ｏ

Eメールにて指令
を発信しており、
随時確認を行っ
ている。今後も継
続していく。

毎年

防災無線や消防
無線、登録制
メールを活用し、
情報伝達手段を
確保し運用して
いる。

毎年実施

無線やメールな
どを活用し情報
伝達手段を確保
し運用している。

H28年4月
～

年間を通して定
期訓練等におい
て実施している。

H28年度
～

消防本部を通じ
て消防団との連
携を図っている。

－

消防団が水防団
を兼ねており、伝
達の確認や実施
については、日
頃の訓練や災害
現場等で行って
いる。

H29年度

消防団が水防団
を兼務しており、
伝達の確認や実
施については、
日頃の訓練や火
災現場等で行っ
ている。

－

消防団が水防団
を兼務しており、
伝達の確認や実
施については、
日頃の訓練や火
災現場等で行っ
ている。

－
消防本部を通じ
て消防団との連
携を図っている。

-

消防団が水防団
を兼ねており、日
頃から連携して
いる。

-
消防団が水防団
を兼ねており連
携はとれている。

－

・水防団への連
絡体制について
は、水防計画に
て設定している。

実施中

②毎年、水防団や地域住民が参加し水害リスクの高い
箇所の共同点検の実施

Ｎ・Ｏ

重要水防箇所等
の共同点検に参
加している。
今後も自治会関
係者に参加を働
きかけていく。

毎年

国・県が実施す
る重要水防箇所
等の共同点検に
参加している。

毎年実施

県や消防団、地
元町会と重要水
防箇所の点検を
実施している。

H28年4月
～

国・県が実施して
いる重要水防箇
所合同巡視に参
加している。

H28年度
～

共同点検の実施
について、今後
河川管理者と協
議を行う。

－

河川事務所が実
施する共同点検
に参加している。
また、多々良川
江川橋付近で水
防工法訓練を
行った。

H29年度
～

国、県が実施し
ている重要水防
箇所等の共同点
検に参加してい
る。
平成30年度か
ら、自主防災組
織のリーダーが
参加する予定。

H29年度
～

国、県が実施し
ている重要水防
箇所等の共同点
検に消防団・地
元区長とともに
参加している。

毎年

国、県が実施し
え要る重要水防
カ所の点検に消
防団とともに参
加している、

毎年

国、県が実施し
ている重要水防
箇所点検に参加
している。

-

国、県が実施し
ている重要水防
箇所点検に参加
している。水防
団、地域住民の
参加については
今後検討してい
く。

毎年

・水防団と国、
県、市による合
同巡視を毎年実
施している。
・平成27年度に
利根川右岸を、
平成30年度に利
根川左岸を、水
防団、沿川住
民、防災協議会
を組織する地元
建設業者と共同
点検を実施した。

実施中

③水防（防災）訓練の実施

Ｏ・Ｐ・Ｒ
令和元年度は、
国、県と共催で
実施。

毎年

市総合防災訓練
は毎年実施、水
防訓練は隔年で
実施。(R1は実施
年度）

隔年実施

毎年、出水期前
に1回以上水防
訓練を実施して
いる。

毎年
毎年、水防訓練
を実施している。

H28年度
～

毎年水防訓練を
実施している。

－

①市総合防災訓
練で実施してい
る。
②館林地区消防
組合で毎年水防
工法訓練を実施
している。

①隔年実
施
②毎年

総合防災訓練
（隔年）及び避難
訓練（毎年）を実
施している。
館林地区消防組
合（水防管理団
体）が水防訓練
（毎年）を実施し
ている。

－
総合防災訓練を
隔年で実施して
いる。

隔年
２年に1回防災訓
練を実施してい

る。

令和元年
度

平成29年度総合
防災訓練を実施
した。
令和元年度に総
合防災訓練を実
施。

隔年で実
施

総合防災訓練で
実施している。

隔年で実
施

・加須市・羽生市
水防事務組合水
防団による水防
訓練を毎年6月
に実施している。
・平成29年度に
は、加須市を会
場に第66回利根
川水系連合・総
合水防演習を開
催した。

毎年実施
中

④水防活動の担い手となる水防協力団体の募集・指定
の促進

Ｏ・Ｐ

消防団が兼任。
消防団員の入団
促進への取り組
みを継続してい
く。

毎年

消防本部を通じ
て水防活動を行
う消防団の募集
を推進している。

毎年実施

水防計画に基づ
き水防協力団体
の募集に努めて
いる。

H28年4月
～

消防団員（水防
団員）の募集を
促進している。ま
た、H29年度から
従来の消防団員
に加え、機能別
消防団員制度を
導入し、H30年度
から学生消防団
員認証制度を導
入している。

H28年度
～

消防本部を通じ
て水防活動を行
う消防団の募集
を推進している。

－

館林地区消防組
合と連携し、水防
活動を行う消防
団の募集を推進
している。

H30年度

消防団（水防団）
の広報紙（年１
回）を発行し、組
織や活動内容等
を紹介して団員
募集を行ってい
る。

－

館林地区消防組
合と連携し、水防
活動を行う消防
団の募集を推進
している。

毎年

館林地区消防組
合と連携し、水防
活動を行う消防
団の募集を推進
している。

-

広報紙、ホーム
ページ、各種行
事で募集してい
る。

－

ポスターの掲
示、成人式での
パンフレットの配
布など継続的に
実施している。

実施中

・リーフレット等に
より、水防団員、
消防団員を随時
募集している。

継続して
実施

①氾濫水を迅速に排水するため、排水施設情報の共
有・排水手法等の検討を行い、大規模水害を想定した
排水計画（案）の作成　　※ 排水計画（案）…効率的、効
果的な排水ポンプ設置箇所の選定までを含む。

Ｖ・Ｗ・Ｘ

②排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計
画に基づく排水訓練の実施

Ｖ・Ｗ

ポンプ車の出動
要請について渡
良瀬川河川事務
所と確認済み。

－

排水ポンプ車出
動要請の連絡体
制について再確
認した。

毎年実施

排水ポンプ車出
動要請の連絡体
制について再確
認した。

H28年4月
～

関係機関との連
絡体制の確認、
検討を継続して
行った。
毎年、災害対策
用機器の操作訓
練に参加してい
る。

H30年度
～

関係機関との連
絡体制の整備を
図る。

－
災害対策用機械
の操作訓練に参
加した。

H29年度
～

災害対策用機械
の操作訓練に参
加した。

H29年度
～

役場にポンプ車
を配備し、冠水
箇所の排水を行
えるよう検討して
いる。

H30年度
～

関係機関との連
絡体制の整備を
図る。

-
災害対策用機械
の操作訓練に参
加していく。

H31年度
～

災害対策用機械
の操作訓練に参
加した。

実施中
災害対策用機械
の操作訓練に参
加した。

排水計画
未策定

③ダムの容量を最大限活用する防災操作の検討

Ｙ

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

2）ソフト対策の主な取組　③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動及び施設運用強化の取組

■排水活動及び施設運用の強化に関する取組

2）ソフト対策の主な取組　②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組



概ね５年で実施する取組【Ｈ３１（Ｒ１）取組状況】 （国、水機構、県　用）

実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期

①浸透対策
②パイピング対策
③流下能力対策

Z
・浸透対策・流下能力対
策について、H31（R1）年
度に完了。

H32年度ま
で

秋山川の改良復旧事業 R6年度まで

①天端の保護
②法尻の補強

Z

・天端の保護について
は、H29年度内に完了。
・法尻の補強について
は、検討の結果不要と
なった。

H32年度ま
で

天端の保護が必要な箇
所については、随時、堤
防舗装等の対策を実施す
る

適宜

①住民の避難行動を促し、迅速な水防活動を支援す
るため、スマートフォンを活用したリアルタイム情報の
提供やプッシュ型情報の発信

Ｈ・Ｊ・Ｋ

・H28年度に事務所HPの
ライブカメラ配信を1箇所
から13箇所に拡大した。
・洪水情報のプッシュ型配
信をH30年5月1日から開
始

H32年度ま
で

「とちぎリアルタイム雨量・
河川水位観測情報」（イン
ターネット配信）により雨
量・河川水位・河川状況
映像等の情報を引き続き
提供していく。

通年

・河川監視カメラを設置
し、県ＨＰで公開。
・県HPにスマートフォンの
画面を水位雨量情報が見
やすく、操作しやすい閲
覧画面に改良した。
・ＬアラートをＨ２９年度出
水期から導入済。
・危機管理型水位計、簡
易型カメラの整備を実施
し、住民の適切な避難行
動を支援する。(R1年度)

毎年

・河川監視カメラを38箇所
設置済み【H30年度】
・洪水情報のＬアラートを
活用した提供及びプッ
シュ型配信を導入済み
【H30年度】

通年

②円滑かつ迅速な避難に資する施設（ハード）整備
※ 例…防災無線スピーカーの増設、民間企業等と連
携した一次避難場所の確保、避難経路の整備、コミュ
ニティFM 等を活用した避難の呼びかけ、監視用カメラ
の設置等

Ｈ・Ｉ・Ｊ
H28年度に監視用カメラを
２基増設済。

H32年度ま
で

③排水施設の耐水化、庁舎の耐水対策の実施
※重要施設・重要設備等…非常用電源等

Ｓ・Ｔ・Ｖ・Ｘ

庁舎及び排水施設につい
て、外力毎の耐水化工法
の概算費用、課題の検討
を実施

H32年度ま
で

④水防団の円滑な水防活動を支援するため簡易水位
計や量水標等の設置

Ｎ

H28年度に簡易水位計を
5箇所設置済。
H30年度に危機管理型水
位計9箇所設置済。
H31年度は危機管理型水
位計2箇所設置済。

H28年度

・H30年度に危機管理型
水位計を19箇所設置済
・R1年度に危機管理型水
位計を23箇所、簡易型河
川監視カメラを22箇所設
置済

R3年度まで

⑤迅速な水防活動を支援するための新技術を活用し
た水防資機材、地域防災計画等に基づく水防資機材
等の配備

Ｑ

・洪水対策計画書に基づ
く水防資機材を備蓄して
いる。
・新技術である「水のう」を
備蓄しており、市町で実
施する水防訓練で活用し
ている。

毎年

栃木県地域防災計画及
び栃木県水防計画に基
づき、水防活動を支援す
るための水防資機材等を
配備し、市町の備蓄体制
を補完する。

毎年

水防計画に基づき、備蓄
資機材の保管状況を確認
し、緊急時に備える（毎
年）

毎年

・県管理河川における重
要水防箇所共同点検に
おいて、水防資器材につ
いても点検している。

毎年

①避難勧告に着目したタイムラインの策定

Ｄ
H28年度までに、作成に
必要な水位情報等を提供
し、支援した。

H29年度出
水期まで

（宇都宮地方気象台）
・佐野市防災訓練に参加
し、防災気象情報の普及
啓発の講話及び訓練シナ
リオの中でホットラインを
用いた気象解説を実施。
（5月27日）
・栃木県防災図上総合訓
練に参加し、災害対策本
部（県庁）において気象解
説および、現地災害対策
本部（那珂川町）において
災害対策本部（県庁）と連
携。（８月１日）
（前橋地方気象台）会議
（群馬県減災協議会の各
地域部会）でアドバイザー
としてタイムライン等への

随時
・H30年度でにタイムライ
ンを策定済

H30年度ま
で

②広域避難計画の策定

Ｅ・Ｆ・Ｕ
広域避難計画の策定に
向けた市への支援

適宜

邑楽・館林圏域において
広域避難検討会を実施。
(H30年度から実施)
県減災対策協議会におい
て広域避難について市町
を支援（適宜）

適宜

①想定最大外力を対象とした洪水浸水想定区域図の
策定・公表
※ 渡良瀬川洪水浸水想定区域図（H28 年度中予定）

Ａ
H29.7月に想定最大規模
の洪水浸水想定区域図を
作成し、公表した。

H29年度

・H30年度までに16河川
の洪水浸水想定区域図を
公表済
・新たに旗川を水位周知
河川を指定し、洪水浸水
想定区域図を作成（R2.6
指定・公表)

R3年度まで

②想定最大外力を対象とした氾濫シミュレーションの
公表

Ａ・Ｃ
想定最大外力を対象とし
た氾濫シミュレーション
「浸水ナビ」を公表

H29年度

・H30年度までに浸水ナビ
へ16河川の洪水浸水想
定区域図を公表 R3年度まで

③想定最大外力を反映した洪水ハザードマップの策
定・周知

Ａ

④首長も参加したロールプレイング等の実践的な避難
訓練の実施

Ｅ・Ｈ・Ｉ・Ｌ
市に対し、実践的な避難
訓練の実施を働きかけて
いく。

適宜

⑤日常から水災害意識の向上を図り、迅速な避難を実
現するため、まるごとまちごとハザードマップを整備

Ｅ・Ｇ

⑥小中学校における水災害教育を実施

Ａ・Ｂ

足利市立第三中学校の
空き教室を利活用し、防
災減災等に関するパネル
を展示
「防災減災学び処　渡良
瀬あんみつ足三中店」（あ
んみつ＝安全、安心、安
らぎの安３つ）として平成
31年1月28日に開店した。
令和元年9月11日から足
利市立協和中学校での
展示開始

適宜

（宇都宮地方気象台）
小中学校に職員を派遣
し、講演を通して防災知
識に関する普及啓発を実
施。（8件）
・ 気象台へ小中学校の見
学を受け入れ、気象や防
災に関する説明を実施。
（16件）
・学校や教育機関に職員
を派遣し、教員を対象とし
た防災に関する講話を実
施。

適宜

各土木事務所にて、河川
水難事故防止のため、
リーフレット等を用いて防
災教育を実施する。

適宜

県ＨＰの出前講座リストに
水災害に関する分野を掲
載し、実施要望を受付
中。（適宜）
県内の地域毎に防災教
育資料を作成（30年度以
降実施予定）

適宜
・要望に応じて出前講座
を実施する

適宜

⑦要配慮者施設における避難計画の策定及び訓練の
促進

Ｍ

平成31年3月15日に佐野
市、栃木県、宇都宮地方
気象台と連携し、佐野市
内の要配慮者利用施設
の管理者を対象に避難確
保計画策定に向けた説明
会を開催
令和２年２月１２日館林
市、前橋地方気象台と連
携し館林市内の要配慮者
利用施設の管理者を対象
に避難確保計画策定に
向けた説明会を開催

適宜

（宇都宮地方気象台）
　・他流域であるが、那須
烏山市・茂木町が主催す
る、要配慮者利用施設の
避難確保計画作成に係る
講習会Iに参加。
「段階的に発表する防災
気象情報の避難行動へ
の活用について」の説明
及び、実践形式ワークの
支援を実施。（1月22日）
（前橋地方気象台）
　令和２年２月１２日館林
市が主催する「要配慮者
利用施設の避難確保計
画作成に係る説明会」に
て、講師として「防災気象
情報の利活用・警戒レベ

適宜・要請
があれば検
討

要配慮者利用施設及び
市町村担当者に説明（28
年度）　要配慮者利用施
設位置と洪水浸水想定区
域を示す資料（Viewer）を
市町に配布した（29年度）

H28年度～
・要配慮者利用施設管理
者向けの説明会を実施

H28年度
～

2）ソフト対策の主な取組　①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組

気象庁関東地整 水機構

1）ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

■危機管理型ハード対策

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

埼玉県

項目 事項
課題
の
対応

群馬県栃木県

内容



実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期

気象庁関東地整 水機構 埼玉県

項目 事項
課題
の
対応

群馬県栃木県

内容

⑧「危険度を色分けした時系列」及び「警報級の可能
性」の提供等、防災気象情報の改善

Ｂ・Ｋ

・「早期注意情報（警報級
の可能性）」、「危険度を
色分けした時系列」（H29
年5月17日改善）
・メッシュ情報の充実化
（「土砂災害警戒判定メッ
シュ情報」H28年5月24
日、「大雨警報（浸水害）
の危険度分布」、「洪水警
報の危険度分布」H29年7
月4日改善）
避難勧告等ガイドライン
の改定（H31.3.29）に伴い
導入された警戒レベルに
対応し、指定河川洪水予
報に警戒レベルを明示。
（5月29日）
・危険度の高まりを伝える
プッシュ型の通知サービ
スを開始。（7月）
・洪水に関する危険度分
布に洪水浸水想定区域
のリスク情報を重ね合わ
せて表示する機能を追
加。（12月24日）

H29年度出
水期まで

⑨大規模工場等への浸水リスクと水害対策等の周知
活動の実施

Ａ・Ｂ

⑩ダムの防災操作に関する周知

Ｂ

・草木ダム防災操作連絡
通知説明会を年１回定期
的に開催しており、今後も
継続していく。
・草木ダム下流浸水想定

・引き続き
定期的に実
施

①水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練の実施

Ｌ・Ｏ

②毎年、水防団や地域住民が参加し水害リスクの高い
箇所の共同点検の実施

Ｎ・Ｏ
H31.4.12に重要水防箇所
等の共同点検を実施した

H28年度～
毎年実施

河川事務所や自治体防
災担当、水防団及び住民
代表と共同にて水防箇所
の共同点検を4/12に実施
した

H28年度～

直轄河川の合同巡視に
参加する。
県管理河川についても、
毎年、出水期前に関係自
治体、消防等と重要水防
箇所及び水防倉庫の点
検を行う。
水防団や地域住民が参
加する共同点検に参加す
る。

毎年 点検を実施（毎年） 毎年
・重要水防箇所の合同点
検を実施

毎年

③水防（防災）訓練の実施

Ｏ・Ｐ・Ｒ

県あるいは自治体の水防
訓練等に参加した。
（宇都宮地方気象台）
利根川水系連合・総合水
防演習に参加し、防災知
識の普及啓発を実施。（５
月１８日足利市）
・水防訓練に参加（７月１
３日宇都宮市）
・防災訓練で気象台～自
治体のホットラインを実
施。（５月２７日佐野市・８
月５日茂木町等）
・栃木県・真岡市総合防
災訓練に参加。（9月1日）

（前橋地方気象台）
・6月8日　関東地方整備
局、群馬県、茨城県、埼
玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、山梨県、栃木
県が主催する水防技術講
習会に講師として参加し
た。
・9月1日　千代田町防災
訓練への参加。

H29年度～
利根川水系連合・総合水
防演習への参加。

毎年 図上演習を実施（毎年） 毎年

・利根川水系連合・総合
水防演習への参加
・水防管理団体が開催す
る水防訓練への参加

毎年

④水防活動の担い手となる水防協力団体の募集・指
定の促進

Ｏ・Ｐ
最新情報を入手した場
合、各自治体へ情報提供
している。

H28年度～

①氾濫水を迅速に排水するため、排水施設情報の共
有・排水手法等の検討を行い、大規模水害を想定した
排水計画（案）の作成　　※ 排水計画（案）…効率的、
効果的な排水ポンプ設置箇所の選定までを含む。

Ｖ・Ｗ・Ｘ
渡良瀬川排水作業準備
計画（案）を作成済み。

H3１年度

令和元年東日本台風によ
る浸水被害を踏まえ、排
水ポンプ車を配備予定
(R3出水期までに3台配備
予定)

R3年度まで

②排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水
計画に基づく排水訓練の実施

Ｖ・Ｗ

災害対策用機械（排水ポ
ンプ車、照明車等）の操
作訓練を毎年実施してい
る。

H32年度
渡良瀬河川事務所主催
の排水訓練に参加

適宜
渡良瀬河川事務所主催
の排水訓練に参加

H28年度～
・渡良瀬河川事務所主催
の排水訓練に参加予定

適宜

③ダムの容量を最大限活用する防災操作の検討

Ｙ

・草木ダムの機能を最大
限活用する方策として、
計画規模を上回る洪水の
発生時におけるダム下流
河川沿川における洪水被
害の防止・軽減を目的と
した事前放流の実施要領
を作成した。
　なお、この要領は、5/28
の治水協定を踏まえ、今
後さらに改定に取り組む
こととしている。

R2年度～

2）ソフト対策の主な取組　②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

2）ソフト対策の主な取組　③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動及び施設運用強化の取組

■排水活動及び施設運用の強化に関する取組


